
 

 

 

議題 １ 

地域密着型サービス事業者の指定について 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

書面会議における説明事項 

１ 地域密着型サービスについては、市が指定を行っています。 
２ 令和４年４月１日開設予定の地域密着型サービス事業者より指定申請があった

ため、当該事業者の指定に当って、ご意見をお聞かせください。 
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介護保険法第７８条の２に基づく 

地域密着型サービス事業者の指定について 

 

 地域密着型サービス事業者の指定に当って、ご意見をお聞かせください。 

 〇申請のあったサービスについて 

地域密着型サービス種別 看護小規模多機能型居宅介護 

指定予定年月日 令和４年４月１日 

※令和２年度第２回地域密着型サービス運営委員会の中で、報告しました整備予

定事業者からの指定申請となります。なお、本市が看護小規模多機能型居宅介

護を指定するのは初めてとなります。 

 

＜看護小規模多機能型居宅介護とは＞ 

医療ニーズの高い利用者の状況に応じて、小規模な住居型の施設への「通い」、

自宅に来てもらう「訪問」（介護と看護）、施設に「泊まる」サービスが柔軟に受

けられます。 

 

イメージ 

看護小規模多機能型居宅介護＝訪問看護＋小規模多機能型居宅介護 

 

指定に係る基準については、提出書類および現地で確認し、問題ないことを確認

しています。詳細は P6 をご確認ください。 

 

また、以下については、次のページをご確認ください。 

・事業所の概要について：P2 

 

・事業所周辺地図：P3 

 

・平面図：P4 

 

・事業所写真：P5 

 

・参考：看護小規模多機能型居宅介護の基本方針（厚生労働省資料）：P13～14 
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○事業所の概要について 

申
請
者 

名称 有限会社ニューズコーポレーション 

事務所の 

所在地 

（郵便番号３６４－００３１） 

埼玉県北本市中央３-７１-４ 

代表者の 

職名・氏名 

職名：代表取締役 

氏名：平尾 良雄 

当該法人が 

運営する他の

サービス 

（北本市内に所在する事業所） 

・訪問看護・居宅介護支援・（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護・訪問型サービス 

事 

業 

所 

サービス種別 看護小規模多機能型居宅介護 

フリガナ カンゴショウキボタキノウケア ミライ 

名  称 看護小規模多機能ケア みらい 

 

所在地 

（郵便番号３６４－０００７） 

埼玉県北本市東間６-１０６-３ 

従業者の職種・員数 

介護支援専門

員 

  

 

介護従事者 うち看護職員 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

 常勤（人） ０ ６ ０ ５ ０ １ 

非常勤（人） ２ １ ０ １ ０ ０ 

設
備 

土地及び建物 借地／法人所有 

居間・食堂の合計面

積 

７２．３２㎡ 

非常災害設備一覧 ・消火器設備・スクリンプラー設備・自動火災報知設備 

・自動火災通報装置・誘導灯 

運
営 

営業日 ３６５日 

 

営業時間 

通いのサービス  ９：００～１６：００ 

宿泊サービス  １６：００～ ９：００ 

訪問サービス  ２４時間 

登録定員 ２５名 

利用定員 通いサービス １５人  宿泊サービス  ５人 

通常の事業実施地域 北本市 
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指定に係る基準適合一覧 

【看護小規模多機能型居宅介護】 

 

根拠法令：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成１８年３月１４日 厚生労働省令第３４号）（以下「平 18 厚労令

34」といいます。） 

  

１．人員に関する基準 

職種 基準の概要 根拠法令 適否 当該事業所 

代表者 〇特別養護老人ホーム等の従業者又は

訪問介護員等として認知症である者の

介護に従事した経験を有する者又は保

健医療サービス若しくは福祉サービス

の経営に携わった経験を有する者。 

〇認知症対応型サービス事業開設者研

修を修了しているものでなければならな

い。 

平 18 厚

労令 34 

第 173 条 

 

 

適 ・代表者の経歴確

認 

・研修修了証確認 

管理者 〇原則常勤専従 

ただし、管理上支障のない場合は、同

事業所又は同一敷地内の他の事業所

等の職務に従事可。 

〇認知症対応型サービス事業管理者研

修を修了しているもの、又は保健師若し

くは看護師でなければならない。 

平 18 厚

労令 34 

第 172 条 

 

 

適 ・管理者を常勤１名 

・介護従事者を兼

務 

・研修修了証確認 

介護従事者 〇夜間・深夜の時間帯以外 

常勤換算方法で、通いのサービスの利

用者の数が３又はその端数を増すごと

に 1 以上及び訪問サービスの提供にあ

たる者を ２以上。 

〇夜間・深夜の時間帯 

夜間・深夜の時間帯を通じて 1 以上及

び宿直勤務にあたる者を必要な数以

上。 

〇介護従事者のうち、1 以上の者は常勤

でなければならない。 

〇介護従事者のうち、1 以上の者は看護

平 18厚

労令 34 

第 171 条 

 

 

適 介護職員７名 

・常勤兼務７名 

・非常勤専従２名 

・非常勤兼務１名 

 

うち、 

看護職員５名 

・常勤兼務５名 

・非常勤兼務１名 

 

勤務形態一覧表確

認 
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師又は准看護師でなければならない。 

○介護従業者のうち、常勤換算方法で 2.5

以上の者は、保健師、看護師又は准看

護師（以下、「看護職員」という。）でなけ

ればならない。 

○通いサービス及び訪問サービスの提供

に当たる従業者のうち、１以上の者は、

看護職員でなければならない。 

資格証確認 

介護支援専

門員 

〇原則専従、非常勤可。 

 ただし、利用者の処遇に支障がない場

合は、同事業所の管理者又は他の職務に

従事可。 

〇小規模多機能型サービス等計画作成

担当者研修を修了しているものでなけれ

ばならない。 

平 18 厚

労令 34 

第 171 条 

 

 

適 介護支援専門員を 

・常勤１名 

・介護従事者を兼

務 

研修修了証確認 

資格証確認 

 

２．設備・備品等に関する基準 

設備 基準の概要 根拠省令 適否 当該事業所 

居間・食堂 〇居間及び食堂は、同一の場所とするこ

とができる。その広さについても原則と

して利用者及び従業員が一堂に会す

るのに十分な広さを確保するものとす

る。 

〇通いのサービスの利用定員が１５人を

超える場合は、１人あたり３㎡以上を確

保する必要がある。 

平 18 厚

労令 34 

第 175 条 

 

 

適 現地確認 

通い利用定員 

15 人  

15 人×3㎡＝45

㎡ 

居間及び食堂の 

合計面積 

⇒ ７２．３２㎡ 

宿泊室 〇1 の宿泊室の定員は 1 人。（利用者の

処遇に支障がなければ 2人も可） 

〇1 の宿泊室の床面積は、7.43 ㎡以上 

平 18 厚

労令 34 

第 175 条 

 

 

適 現地確認 

宿泊の利用定員 

5 人 

全個室、5 室設置 

 

全室、床面積は

7.43 ㎡以上。 

台所・浴室 設置が必要 平 18 厚

労令 34 

第 175 条 

 

適 現地確認 

浴室は１室 

消火設備そ 消防法その他法令等に規定された設備 平 18 厚 適 現地確認 
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の他非常災

害に際して必

要な設備 

労令 34 

第 175 条 

 

 

・消火器設備 

・スプリンクラー設

備 

・自動火災報知設

備 

・自動火災通報設

備 

・誘導灯 等 

その他設備・

備品 

サービス提供に必要な設備の設置が必

要 

平 18 厚

労令 34 

第 175 条 

 

 

適 現地・書類確認 

・トイレ３か所 

・鍵付き書庫 

・送迎車両 

・介護ベッド一式５

台 

・入浴用ストレッチ

ャー 

・車椅子 

等 

 

３．運営に関する主な基準 

基準の概要 根拠条文 適否 当該事業所 

基本方針 指定地域密着型サービスに該当する指

定看護小規模多機能型居宅介護の事業

は、指定居宅サービス等基準第５９条に規

定する訪問看護の基本方針及び第６２条

に規定する小規模多機能型居宅介護の基

本方針を踏まえて行うものでなければなら

ない。 

 

【訪問看護】 

指定訪問看護の事業は、要介護状態と

なった場合においても、その利用者が可能

な限りその居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう、その療養生活を支援し、心身の機

能の維持回復及び生活機能の維持又は

向上を目指すものでなければならない。 

 

平 18 厚

労令 34 

第 170 条 

 

 

適 運営規程確認 
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【小規模多機能型居宅介護】 

指定小規模多機能型居宅介護の事業

は、要介護者について、その居宅におい

て、又はサービスの拠点に通わせ、若しく

は短期間宿泊させ、当該拠点において、

家庭的な環境と地域住民との交流の下

で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の世話及び機能訓練を行うこ

とにより、利用者がその有する能力に応じ

その居宅において自立した日常生活を営

むことができるようにするもの。 

登録定員 

利用定員 

〇登録定員 

 ２９人以下 

〇利用定員 

⑴通いのサービス 

 登録定員の 2分の 1から 15 人まで 

 登録定員が 25 人を超える場合は、以下

の利用定員まで 

登録定員 利用定員 

26 人又は 27 人 16 人 

28 人 17 人 

29 人 18 人 

⑵宿泊サービス 

 通いサービスの利用定員の 3 分の 1 か

ら 9人まで 

平 18 厚

労令 34 

第 174 条 
 

 

適 運営規程確認 

 

【参考】 

登録定員 25 人 

通いサービス 15

人 

宿泊サービス 5

人 

内容及び手

続の説明及

び同意 

サービスの提供の開始に際し、あらかじ

め、利用申込者又はその家族に対し、利

用申込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項について、わかりやすい

説明書やパンフレット等の文書を交付して

懇切丁寧に説明を行い、サービス提供の

開始について利用申込者の同意を得る。 

平 18 厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

3条の 7） 

 

 

適 運営規程・重要事

項説明書等確認 

利用料等の

受領 

 法定代理受領サービスとして提供される

サービスについての利用者負担として、地

域密着型介護サービス費用基準額の１

割、２割又は３割（法の規定により保険給

付の率が９割、８割又は７割でない場合に

平 18厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

71 条） 

適 運営規程・重要事

項説明書等確認 
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ついては、それに応じた割合）の支払を受

けなければならない。 

 このほか、食事の提供に要する費用、お

むつ代等の支払いを受けることができる。 

上記の費用に係るサービスの提供に当

たっては、あらかじめ、利用者又はその家

族に対し、当該サ－ビスの内容及び費用

について説明を行い、利用者の同意を得

ること。 

 

指定（介護予

防）小規模多

機能型居宅

介護の具体

的取扱方針 

具体的取扱方針の概要 

⑴通いサービス、訪問サービス、宿泊サー

ビスを柔軟に組合せることにより、療養

上の管理の下で妥当適切に行う。 

⑵利用者一人一人の人格を尊重し、利用

者それぞれが役割をもって日常生活を

営むことができるよう配慮する。 

⑶漫然かつ画一的にならないように必要

な援助をおこなう。    等 

平 18 厚

労令 34 

第 177 条 

 

 

適 

 

運営規程・重要事

項説明書等確認 

緊急時の対

応 

⑴サービスの提供を行っているときに利用

者に病状の急変が生じた場合その他必

要な場合は、速やかに主治の医師又は

あらかじめ事業者が定めた協力医療機

関への連絡を行う等の必要な措置を講

じなければならない。 

⑵⑴の従業者が看護職員の場合には、必

要に応じて臨時応急の手当を行わなけ

ればならない。 

平 18 厚

労令 34 

第 180 条 

 

 

適 運営規程・重要事

項説明書等確認 

 

運営規程 事業者は、事業所ごとに、次に掲げる事業

の運営についての重要事項に関する規程

(運営規程)を定めておかなければならな

い。 

一． ⑴事業の目的及び運営の方針 

二． ⑵従業者の職種、員数及び職務の内容 

三． ⑶営業日及び営業時間 

四． ⑷看護小規模多機能型居宅介護の登録

定員   並びに通いのサービス及び宿泊

サービスの利用定員 

五． ⑸看護小規模多機能型居宅介護の内容

平 18厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

81 条） 

 

適 運営規程確認 
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及び利用料その他の費用の額 

六． ⑹通常の事業の実施地域 

七． ⑺サービス利用に当たっての留意事項 

八． ⑻緊急時等における対応方法 

九． ⑼非常災害対策 

十． ⑽虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾その他運営に関する重要事項 

勤務体制の

確保等 

利用者に対して適切なサービスを提供

できるよう、事業所ごとに従業者の勤務体

制を定めること。 

平 18 厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

30 条） 

適 従業者の勤務体

制及び勤務形態

一覧表確認 

非常災害対

策 

非常災害に関する具体的な計画を立

て、非常災害時の関係機関への通報及び

連携体制を整備し、それらを定期的に従

業者に周知するとともに、定期的に避難、

救出その他必要な訓練を行うこと。 

平 18 厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

82 条の

2） 

適 運営規程、非常

災害対策計画確

認 

秘密保持等 従業者又は従業者であった者は、正当

な理由がなく、その業務上知り得た利用者

又はその家族の秘密を漏らさぬよう対策を

講じること。 

サ－ビス担当者会議等において、利用

者の個人情報を用いる場合は利用者の同

意を、利用者の家族の個人情報を用いる

場合は当該家族の同意を、あらかじめ文

書により得ること。 

平 18 厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

3条の

33） 

 

 

適 運営規程確認 

苦情処理 利用者及びその家族からの苦情に迅速

かつ適切に対応するために、苦情を受け

付けるための窓口を設置する等の必要な

措置を講じること。 

平 18 厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

3条の

36） 

 

適 運営規程、苦情

に対する措置の

概要等を確認 

地域との連

携等 

サービスの提供に当たっては、運営推

進会議を設置し、おおむね２月に１回以

上、運営推進会議に活動状況を報告し、

運営推進会議による評価を受けるととも

平 18厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

適 運営規程、運営

推進会議構成員

一覧表確認 
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に、運営推進会議から必要な要望、助言

等を聴く機会を設けること。 

34 条） 

 

事故発生時

の対応 

利用者に対するサービスの提供により

事故が発生した場合は、市町村、当該利

用者の家族、当該利用者に係る居宅介護

支援事業者等に連絡を行うとともに、必要

な措置を講じること。利用者に対するサー

ビス提供により、賠償すべき事故が発生し

た場合は、賠償を速やかに行わなければ

ならない。 

平 18 厚

労令 34 

第 182 条

（準用第

3条の 38

条） 

 

適 運営規程、損害

保険証等確認 
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基本方針 

 

○看護小規模多機能型居宅介護 

第１７０条 

指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（施行規則第十七条の十二に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下この章において「指定看護小規

模多機能型居宅介護」という。）の事業は、指定居宅サービス等基準第五十九条に規

定する訪問看護の基本方針及び第六十二条に規定する小規模多機能型居宅介護の基

本方針を踏まえて行うものでなければならない。 

 

○訪問看護 

第５９条 

指定居宅サービスに該当する訪問看護（以下「指定訪問看護」という。）の事業

は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生

活を支援し、心身の機能の維持回復及び生活機能の維持又は向上を目指すものでな

ければならない。 

 

○小規模多機能型居宅介護 

第６２条  

指定地域密着型サービスに該当する小規模多機能型居宅介護（以下「指定小規模

多機能型居宅介護」という。）の事業は、要介護者について、その居宅において、又

はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、家庭的

な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活

上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じその居宅

において自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければならな

い。 

 

 

（参考） 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 
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